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１．はじめに 

 

通常、景気は、国や地域ごと或いは国内地域ごとで

測られるが、経済交流がある限り、景気は相互に連動

していると考えられる。 

国内の主要地域に着目すると、一般的に近畿圏は、

アジア、中国との経済交流が強いと言われている。図

１－１、１－２は、関東、中部、近畿の主要港におけ

る、アメリカ、ＥＵ、中国との輸出入額が輸出入の全

体額に占める割合である。図１－１、１－２とも、近

畿は中国との輸出入額のシェアが他の地域と比べて高

い。因みに関東は、輸出入額とも、アメリカの占める

割合が高い 1）。特定の国や地域との貿易が盛んである

ほど、その国や地域との景気の連動性が高いのではな

いか。つまり、関東や中部と比べ、近畿の景気は中国

の景気により強く影響され、また連動している可能性

がある、と言える。同じことが、関東とアメリカにも

言える。そこで本稿では、時系列分析の手法を用いて、

景気の国際間における連動が、国内主要地域によって

異なるのではないか、ということを検証する。 

 

図１－１ 地域別主要港における国別輸出額シェア（平成 18 年分）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 関東主要港：東京港、成田空港、横浜港。中部主要港：名古屋港、中部国際空港。近畿主要港：大阪港、

関西国際空港、神戸港。 

 

図１－２ 地域別主要港における国別輸入額シェア（平成 18 年分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 関東主要港：東京港、成田空港、横浜港。中部主要港：名古屋港、中部国際空港。近畿主要港：大阪港、

関西国際空港、神戸港。 
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国際間における景気連動については、いくつかの先

行研究がある。以下では、時系列モデルを用いた文献

を中心に取り上げる。 

日米間の景気連動性は一般的に多く指摘されるとこ

ろであり、これを時系列モデルによって検証した文献

として、Selover(1997)、Hamori, et al.(2006)などが

挙げられる。Selover(1997)では、鉱工業生産指数、金

利、消費者物価、為替レートの月次データを含んだＶ

ＥＣ（Vector error correction）モデルで、日米間の

景気波及効果について検証している。結果として、２

国間の景気波及効果は低く、アメリカは日本の経済を

牽引しているとは言えない、としている。Hamori, et 

al.(2006)では、日本とアメリカの鉱工業生産指数月次

データを用い、Cheng and Ng(1996)で紹介されたＣＣ

Ｆ（Cross correlation function）によって平均と分

散の因果性を検証している。結果として、両国間に平

均の因果性は認められたが、分散の因果性は見られな

かったとしている。 

一方 Selover(2004) では、日韓の経済関係に着目し

ている。日韓間に景気の連動が生じているか、また時

期によってそれが変化しているかを、鉱工業生産指数、

物価、金利、マネーサプライ、為替レートといった月

次データを用い、構造ＶＡＲモデルなどで分析してい

る。結果、日本の景気は緩やかに韓国に影響しており、

その影響は増大している、としている。 

景気連動性はしばしば通貨統合の条件とされる。こ

うした観点から、アジア地域の景気連動に着目した文

献も挙げられる。Selover(1999)は、ＡＳＥＡＮとＡＳ

ＥＡＮの主要貿易相手国であるアメリカ、オーストラ

リア、日本、ＥＵといった各国・地域間の景気連動に

ついて、年次ＧＤＰを用いて分析している。ＶＡＲモ

デルの推定結果によれば、貿易量が増大しているにも

関わらずＡＳＥＡＮ諸国間には強い景気の連動性が見

られず、また、先進諸国とＡＳＥＡＮ諸国との間にお

ける景気の連動性も弱いものであった。 

Crosby(2003)では、アジア太平洋地域に着目してい

る。二国間のＧＤＰの相関を被説明変数とし、説明変

数に、貿易の対ＧＤＰ比の他、短期金利スプレッドの

平均、為替レートの標準偏差、また、製造業のシェア、

技術進歩、経済の自由度、二国間の距離、地理的近接

性など経済構造の類似性を表すデータを加え、ＯＬＳ

（最小２乗法）で分析している。1980 年から 1999 年

のＧＤＰ年次データを用いており、結果として、ＧＤ

Ｐ（景気）の連動性と二国間の貿易関係とは関連性が

薄く、技術進歩など経済構造の類似性を表す指標との

関連性が見出された。 

また、先進国間の景気連動性を検証している文献も

いくつかある。Hamori(2000)では、鉱工業生産指数の

月次データを用いて、日本、アメリカ、ドイツ、イギ

リスの間における景気の関係性を検証している。用い

ているのはＬＡ－ＶＡＲモデルであり、相互依存関係

は弱いながらも、アメリカから日本、日本からドイツ

への景気の因果性が見られる、としている。また景気

の波及効果は第一次オイルショック時に変化している

という結果を得ている。Stock and Watson(2005) では、

Ｇ７の四半期ＧＤＰデータを用いて、Ｇ７諸国間の景

気連動について分析している。結果として、Ｇ７諸国

間の景気連動性は増大していないが、ユーロ圏や英語

圏といったグループにおける相関が見られること、ま

た、ファクター・構造ＶＡＲモデルを用いて、国際間

で共通の経済ショックが縮小しているのは、Ｇ７経済

における共通ショックのボラティリティーが縮小して

いるためである、という結果を得ている。 

以上を概観すると、貿易の依存関係と景気の連動性

との間に関係性はあまり強く見られない、ということ

がいくつかの先行文献に共通した結論である。 

国・地域間の景気連動に関する文献は多くあるが、

国内地域における国際間連動に着目した文献は少ない。

そこで、本稿では、国内の地域ごとに見た各国・地域

との景気連動性を検証する。まず、各国・地域、各国

内地域の景気は、経済活動を代表するいくつかの経済

変数に共通の変動（ストック＝ワトソン型指数）を、

ダイナミック・ファクター（ＤＦ）モデルを用いて推

定する。景気の連動性については、ＶＡＲ（Vector 

Autoregressive）モデルとＬＡ-ＶＡＲ（Lag Augmented 

Vector Autoregressive）モデルを用いた因果性分析を

行い検証する。なお、本稿における国内地域とは、日

本における主要な経済圏である関東、中部、近畿の３

地域を指し（以下、３地域）、主要国・地域として、ア

メリカ、ＥＵ、中国を取り上げる。実際の推定にあた

っては、データの制約上、ＥＵはＥＡ(Euro Area)13

カ国とする。 

本稿の構成は次の通りである。２節ではストック＝

ワトソン型指数を算出し、３節では３地域と国・地域

間の景気連動性についての実証を行う。４節はまとめ

と今後の課題である。 

 

２．ストック＝ワトソン型指数の算出 

 

（１）ダイナミック・ファクター・モデル 

一般に、景気とは、経済の総合的な勢いを表し、単

一の経済変数で表しうるものではない。景気は、生産、

消費、雇用、所得、投資、価格、金融など様々な経済

分野の共通変動と言える。ただし、「真の景気」という

変数は存在せず、各変数を合成して導き出すしかない。

ＤＦモデルは Stock and Watson(1988、1989)によって

提案され、経済活動を代表するいくつかの経済変数に

共通の変動を、未観測変数である景気指数とし、状態
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空間モデルを用いて推定する手法である。この未観測

変数である景気指数は、ストック＝ワトソン型指数と

呼ばれる。状態空間モデルの推定には、カルマン・フ

ィルターを用いる。 

ここで、複数の観測可能なマクロ経済変数の変動が、

未観測変数である景気 tc の変動から生み出されると

考え、一因子モデルを考える。 ty は 1×n ベクトルで、

対数をとった n個のマクロ経済変数である。各変数は

単位根を持ち、共和分関係に無いものとし、変化率の

形にする。モデルは以下のように定式化される。 

ttt uCY ++= γβ                      (1) 

ttcL ηφ =)(                           (2) 

ttuLD ε=)(                              (3) 

ただし、 1−−= ttt yyY 、 1−−= ttt ccC 。 Lはラグオ

ペレーターで、 )(Lφ は p次のラグ多項式、 )(LD は q
次のラグ多項式行列である。 )(LD は対角行列で、 tη 、

tε は互いに独立で ... dii である。(1)式は tC と tu の２

つの確率要素を持っている。 tC は景気を表す未観測変

数であり、共通の確率要素で、 tu は各経済変数に固有

の確率要素である。各経済変数に不規則変動が含まれ

ている場合、固有の確率要素 tu で吸収でき、 tC は不

規則変動の少ない系列となる。(2)、(3)式はＡＲ

（Autoregressive）過程に従う。 

これを状態空間モデルの形に直すと、状態変数 tα を、 

[ ]′= +−+− 11 qttpttt uuCC LLα  

とし、 

ttt WZY ++= βα    ),0( 2HNWt σ～      (4) 

ttt VT += −1αα    ),0( 2QNVt σ～          (5) 

となる。ただし、 
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である。ここで、H 、Qは対角行列である。誤差項 tW
と tV は、それぞれ平均がゼロ、分散共分散行列が H2σ 、

Q2σ の多変量正規分布に従う。また tW と tV は、全て

の時点において互いに無相関で、全ての時点において

初期値 0α とも無相関である。 

（4）式を観測方程式、（5）式を遷移方程式と呼ぶ。

モデルが線形であり、誤差項が正規分布に従うので、

カルマン・フィルターで tc を推定できる。 tc を推定す

るということは、n個のマクロ経済変数 ty の共通変動

を抽出することを意味する。 

 

（２）景気指数の算出 

①採用系列と定常化 

Stock and Watson (1988,1989)や大日 (1992)などに

倣い、変数は４とする。採用系列は、生産、消費、雇

用、所得の各分野を代表する変数を用いた。変数名は

それぞれ、生産はＩＩＰ、消費はＳＲ、雇用はＥＭ、

所得はＩＮと表す。 

近畿、関東、中部では、鉱工業生産指数（原指数、

経済産業局別）、大型小売店販売額（十億円、原数値、

経済産業局別）、有効求人倍率（含パート、原数値、南

関東、東海、近畿）、所定外労働時間（常用労働者一人

月間、調査産業計、事業所規模 30 人以上、大阪府、東

京都、愛知県）を用いた。ただし、経済産業局別で入

手可能な鉱工業生産指数は、基準年次が異なるため、

2000 年＝100 とし、簡単な計算によって便宜的に接続

させたものである。また、大型小売店販売額は 2005

年基準消費者物価接続指数（関東地方、東海地方、近

畿地方）で実質化した。所定外労働時間は、総実労働

時間から所定内労働時間を引いたものである。 

アメリカは、鉱工業生産指数（2002 年＝100）、小売

販売額指数（2000 年＝100、実質）、個人所得額（兆ド

ル）、総従業者数（除農業従事者、百万人）とした。個

人所得額は個人消費支出価格指数（2000 年＝100）で

除して実質化した。変数は全て季節調整済みのもので

ある。 

ＥＵは、鉱工業生産指数（除建設業、2000 年＝100）、

小売販売額指数（2000 年＝100）、失業率、ＥＵ景況調

査の消費者購買態度指数である。所得に関して、適切

な変数が月次で入手できなかったため、ＥＵ経済金融

常任理事会が実施している景況調査（Business and 

Consumer Surveys）の内、消費者の購買態度に関する

指数を代理変数として用いている。このデータはマイ

ナス値も取るため、便宜上 100 を加算した。変数は全

て季節調整済みのものである。 

中国に関しては、個別の月次系列が入手困難なため、

中国国家統計局より発表されている、一致ＣＩ

（Macro-economic Climate Indices）を景気のデータ
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として使用した。 

中国の一致ＣＩのデータが入手できる期間が、1991

年 1 月からであるため、期間は 1991 年 1 月から 2007

年 7 月までとした。変数は全て月次である。原系列の

基本統計量を表１に示した。 

近畿、関東、中部における各変数は季節調整を行っ

た。季節調整には、アメリカセンサス局の X-12-ARIMA

を使用した。季節調整済みの各変数に自然対数を取っ

たのが図２－１～８である。 

対数変換後の各変数の定常性をみるため、ＡＤＦ

（Augmented Dickey Fuller）単位根検定とＰＰ

（Phillips Perron）単位根検定を、それぞれ定数項を

入れたケースで行った。結果は表２－１である 2）。 

ＡＤＦ検定とＰＰ検定とで結果にばらつきがあるが、

ＰＰ検定の結果を５％有意水準で見ると、全ての国・

地域、３地域で単位根ありという帰無仮説を棄却せず、

非定常であると言える。 

全系列で非定常であったので、定常化のため階差を

取り、再び単位根検定を行った。ここで、ＥＵの失業

率は景気と逆行する系列なので、階差を取った上で符

号を反転させた。結果は表２－２である。ＡＤＦ検定

とＰＰ検定とで結果にばらつきがあるが、ＰＰ検定の

結果を優先すると、１％有意水準で単位根ありという

帰無仮説を棄却し、全ての系列において、単位根なし

という結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 原系列の基本統計量（季節調整済、自然対数変換済） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アメリカ

平均値 標準偏差 最小値 最大値 分散 歪度 尖度

IIP 4.498 0.183 4.148 4.759 0.033 -0.515 -1.146

SR 4.528 0.135 4.277 4.732 0.018 -0.319 -1.093
EM 4.820 0.077 4.684 4.928 0.006 -0.546 -1.109
IN 2.045 0.153 1.793 2.299 0.024 -0.152 -1.350

ＥＵ

平均値 標準偏差 最小値 最大値 分散 歪度 尖度

IIP 4.540 0.097 4.369 4.720 0.009 -0.070 -1.269
SR 4.587 0.064 4.494 4.706 0.004 0.261 -1.388
EM 2.206 0.115 2.001 2.380 0.013 0.131 -1.371
IN 4.431 0.110 4.270 4.652 0.012 0.547 -0.987

関東

平均値 標準偏差 最小値 最大値 分散 歪度 尖度
IIP 4.566 0.043 4.439 4.667 0.002 -0.127 -0.414
SR 2.081 0.034 2.021 2.272 0.001 1.328 4.280
EM -0.371 0.387 -0.934 0.428 0.150 0.535 -1.011

IN 2.500 0.073 2.379 2.685 0.005 0.622 -0.572

中部

平均値 標準偏差 最小値 最大値 分散 歪度 尖度
IIP 4.627 0.103 4.471 4.907 0.011 1.171 0.624
SR 0.546 0.070 0.410 0.659 0.005 -0.005 -1.146

EM 0.021 0.369 -0.528 0.867 0.136 0.651 -0.603

IN 2.641 0.121 2.416 2.970 0.015 0.361 -0.751

近畿

平均値 標準偏差 最小値 最大値 分散 歪度 尖度
IIP 4.585 0.046 4.459 4.687 0.002 -0.481 0.411

SR 1.329 0.055 1.219 1.550 0.003 0.337 0.151

EM -0.473 0.354 -1.020 0.212 0.125 0.490 -1.016
IN 2.392 0.099 2.225 2.655 0.010 0.472 -0.636
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図２－１ ３地域（関東、中部、近畿）の      図２－２ ３地域の大型小売店販売額推移 

 鉱工業生産指数推移   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ ３地域の有効求人倍率推移        図２－４ ３地域の所定外労働時間推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５  アメリカ・ＥＵの鉱工業生産指数推移   図２－６  アメリカ・ＥＵの小売販売額指数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－７  アメリカの雇用者数・ＥＵの失業率の推移  図２－８  アメリカの個人所得額・ＥＵの 

購買態度指数の推移 
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表２－１ 季節調整済み自然対数変換系列の     表２－２ 階差系列の単位根検定    

単位根検定（定数項あり、トレンド項なし）          （定数項あり、トレンド項なし）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

※ **は１％有意水準、*は５％有意水準で帰無仮説を棄却。 

 

 

（３）カルマン・フィルターによる推定 

ここからは、(4)、(5)式に基づき、カルマン・フ

ィルターを用いて、景気 tc を推定する。推定には統

計ソフト、ＴＳＰを使用した。(2)式のＡＲ次数 pの

選択はＡＩＣ（赤池情報量基準）で行い、次数は最

大 12 次までをみた。また、(3)式のＡＲ次数 qは１

とした。さらに、より滑らかな推定値を得るため、

カルマン・フィルターの平滑化も行った。(2)式のＡ

Ｒ次数 pは、全ての国・地域、３地域で１次であっ

た。 

カルマン・フィルターによって推定された tc は以

下の手順で基準化した。先ず exponential をとり指

数化し、毎期の伸び率とした。次に、初期値である

1991 年２月の値に 100 を乗じた値に、毎期の伸び率

を遂次乗じた上で、2000 年＝100 とした。中国の景

気ＣＩについても同様に基準化した。各国・地域、

３地域の景気一致指数は図３－１、３－２に図示し

た。 

 

 

 

３．景気連動性の検証 

 

さて、以上推定された景気指数を用いて、３地域

と国・地域間の景気連動性を検証する。 

先ず、各景気指数が定常であるかを単位根検定に

よって調べる。先ほどと同様、ＡＤＦ検定とＰＰ検

定を、定数項あり・トレンド項なしと定数項あり・

トレンド項ありのケースで行った。景気指数は自然

対数で変換した。結果は表３－１、３－２である。

全ての景気指数が単位根を持つという帰無仮説を棄

却せず、非定常であることが分かる。次に共和分関

係について検証するため、JOHANSEN の共和分検定を

行った。結果は表４－１、４－２である。定数項あ

り・トレンド項なしと定数項あり・トレンド項あり

の両ケースとも共和分がゼロであるという帰無仮説

を棄却していなく、各景気指数は共和分関係に無い

ことが分かる。続いて、各景気指数に階差を取り単

位根検定を行った。結果は表５－１、５－２であり、

ＰＰ検定の結果を優先すると、１％有意水準で単位

根ありという帰無仮説を棄却し、全ての系列におい

て、定常であるという結果となった。 

 

アメリカ 検定統計量 検定統計量 ラグ

ADF検定 PP検定 ADF検定 PP検定
IIP -1.218 -0.853 5 5
SR -1.436 -0.878 7 7
EM -2.296 -0.603 8 8
IN -0.471 -0.078 12 12

EU 検定統計量 検定統計量 ラグ

ADF検定 PP検定 ADF検定 PP検定
IIP 0.515 0.587 12 12
SR 0.614 1.027 12 12
EM -2.778 -2.310 9 9
IN -1.502 -4.343 2 2

関東 検定統計量 検定統計量 ラグ

ADF検定 PP検定 ADF検定 PP検定
IIP -2.730 -13.863 7 7
SR -3.825 ** -12.363 6 6
EM -2.349 -2.615 9 9
IN -1.938 -5.179 11 11

中部 検定統計量 検定統計量 Lag

ADF検定 PP検定 ADF検定 PP検定
IIP -1.117 -2.020 10 10
SR -2.857 -3.015 6 6
EM -2.006 -2.456 7 7
IN -1.737 -3.198 5 5

近畿 検定統計量 検定統計量 Lag

ADF検定 PP検定 ADF検定 PP検定
IIP -2.460 -5.993 13 13
SR -2.037 -13.048 6 6
EM -2.537 -2.446 8 8
IN -1.405 -3.604 2 2

アメリカ 検定統計量 検定統計量 ラグ

ADF検定 PP検定 ADF検定 PP検定
IIP -4.191 ** -226.519 ** 4 4
SR -3.431 * -225.234 ** 11 11
EM -2.548 -113.988 ** 12 12
IN -2.962 * -258.890 ** 12 12

EU 検定統計量 検定統計量 ラグ

ADF検定 PP検定 ADF検定 PP検定
IIP -4.180 ** -380.259 ** 12 12
SR -2.957 * -264.529 ** 12 12
EM -1.588 -245.573 ** 7 7
IN -6.993 ** -212.616 ** 2 2

関東 検定統計量 検定統計量 ラグ

ADF検定 PP検定 ADF検定 PP検定
IIP -5.232 ** -404.849 ** 6 6
SR -7.899 ** -360.359 ** 5 5
EM -2.494 -166.773 ** 6 6
IN -3.268 * -380.864 ** 10 10

中部 検定統計量 検定統計量 Lag

ADF検定 PP検定 ADF検定 PP検定
IIP -4.146 ** -428.848 ** 9 9
SR -9.622 ** -342.300 ** 5 5
EM -3.304 * -89.601 ** 6 6
IN -6.289 ** -261.084 ** 4 4

近畿 検定統計量 検定統計量 Lag

ADF検定 PP検定 ADF検定 PP検定
IIP -4.636 ** -399.347 ** 13 13
SR -8.590 ** -352.245 ** 5 5
EM -2.809 -86.215 ** 5 5
IN -8.218 ** -284.184 ** 3 3

－100－



 

 

図３-１ アメリカ・ＥＵのストック＝ワトソン型景気一致指数の推定結果と中国の景気一致ＣＩ 

（2000 年＝100） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２  関東・中部・近畿のストック＝ワトソン型景気一致指数の推定結果  （2000 年＝100） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－１  単位根検定               表３－２ 単位根検定 

（定数項あり、トレンド項なし）         （定数項あり、トレンド項あり） 

 

 

 

 

 

 

 

※ **は１％有意水準、*は５％有意水準で帰無仮説を棄却。 
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検定統計量 検定統計量 ラグ

ADF PP ADF PP

アメリカ -1.241 -0.492 4 4
EU -1.612 -3.619 7 7

中国 -1.329 -5.117 10 10

関東 -2.192 -3.845 7 7

中部 -2.548 -5.974 7 7

近畿 -2.268 -4.578 11 11

検定統計量 検定統計量 ラグ

ADF PP ADF PP

アメリカ -0.912 -3.183 4 4
EU -2.191 -5.471 7 7

中国 -1.242 -5.618 10 10

関東 -2.550 -4.538 7 7

中部 -2.459 -5.631 7 7

近畿 -2.470 -4.068 11 11

－101－



 

 

表４－１ JOHANSEN の共和分検定           表４－２ JOHANSEN の共和分検定 

（定数項あり、トレンド項なし）             （定数項あり、トレンド項あり）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ **は１％有意水準、*は５％有意水準で帰無仮説を棄却。 

 

 

表５－１  単位根検定               表５－２ 単位根検定 

（定数項あり、トレンド項なし）         （定数項あり、トレンド項あり） 

 

 

 

 

 

 

 

※ **は１％有意水準、*は５％有意水準で帰無仮説を棄却。 

 

 

次に、景気の連動性を検証するため、多変量時系列

モデルによる因果性分析の方法を用いる。 

 

（１）ＶＡＲモデル 

例えば近畿地域における４変数のＶＡＲ（１）モデ

ルは、 

ttt WCTC +Φ+Γ= −1                       (6) 

となる。ただし、 
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である。 tc は３地域および各国・地域の景気、 tはタ

イムトレンド、 tw は誤差項である。ここで例えば、

0: ,40 =KIJH という帰無仮説のもと、制約付きモデル

を設定し、制約付き、制約なしモデルそれぞれの残差

平方和を用い、Ｆ検定によって検定を行なうことを、

グレンジャーの因果性テストと呼ぶ。これは、予測の

概念に基づいたものであり、上記の帰無仮説が棄却さ

関東 固有値 帰無仮説 trace ラグ＝４

Eigval1 0.088 H0:r=0 34.241

Eigval2 0.057 H0:r<=1 18.359
Eigval3 0.030 H0:r<=2 8.220
Eigval4 0.016 H0:r<=3 2.870

中部 固有値 帰無仮説 trace ラグ＝３

Eigval1 0.075 H0:r=0 30.804

Eigval2 0.054 H0:r<=1 16.953

Eigval3 0.025 H0:r<=2 7.099

Eigval4 0.014 H0:r<=3 2.523

近畿 固有値 帰無仮説 trace ラグ＝４

Eigval1 0.104 H0:r=0 37.574

Eigval2 0.063 H0:r<=1 18.663

Eigval3 0.034 H0:r<=2 7.326
Eigval4 0.007 H0:r<=3 1.292

関東 固有値 帰無仮説 trace ラグ＝４

Eigval1 0.137 H0:r=0 42.358

Eigval2 0.055 H0:r<=1 16.917
Eigval3 0.030 H0:r<=2 7.146
Eigval4 0.011 H0:r<=3 1.867

中部 固有値 帰無仮説 trace ラグ＝３

Eigval1 0.096 H0:r=0 37.781

Eigval2 0.072 H0:r<=1 19.911

Eigval3 0.029 H0:r<=2 6.577

Eigval4 0.007 H0:r<=3 1.250

近畿 固有値 帰無仮説 trace ラグ＝４

Eigval1 0.136 H0:r=0 49.424

Eigval2 0.097 H0:r<=1 24.041

Eigval3 0.028 H0:r<=2 6.361
Eigval4 0.008 H0:r<=3 1.463

検定統計量 検定統計量 ラグ

ADF PP ADF PP

アメリカ -8.144 ** -206.981 ** 3 3
EU -3.938 ** -246.260 ** 6 6

中国 -3.533 ** -75.638 ** 12 12
関東 -2.816 -293.284 ** 6 6
中部 -3.408 * -209.689 ** 6 6
近畿 -3.888 ** -260.479 ** 5 5

検定統計量 検定統計量 ラグ

ADF PP ADF PP

アメリカ -8.223 ** -206.403 ** 3 3
EU -3.980 ** -244.804 ** 6 6

中国 -3.596 * -74.961 ** 12 12
関東 -2.897 -292.683 ** 6 6
中部 -3.454 * -210.422 ** 6 6
近畿 -7.609 ** -236.063 ** 2 2

－102－



 

 

れれば、中国の１期前の景気の変化率が、近畿の今期

の景気の変化率に、グレンジャーの意味で因果性を持

つと言う。 

 

（２）ＬＡ-ＶＡＲモデル 

ＬＡ-ＶＡＲモデルは、Toda and Yamamoto(1995)に

よって提唱されたアプローチである。単位根検定と共

和分検定は検出力が弱いことが指摘されており、こう

した検定による問題を回避するために、定常、単位根、

共和分の過程に関わらず、ＶＡＲをレベルで推定する

のがＬＡ-ＶＡＲモデルである。 

(6)式の各 tc がレベルであるとして、これに和分の

最大次数を加えた(7)式がＬＡ-ＶＡＲモデルである。

0)(:0 =φfH という帰無仮説を Wald 検定によって

検定することで、ＶＡＲモデルにおけるグレンジャー

の因果性テストと同様のテストを行うことができる。

ただし、 )(Φ= vecφ で、 ),,( 1 kJJ K=Φ である。kは
真のラグ次数である。 )(⋅f は、m次ベクトル値関数

で、真のパラメータφの近傍で、
2C 級であり、

mFrank =⋅))(( 、という仮定を満たす。ただし、

θθθ ′∂∂= /)()( fF である。 

この帰無仮説を検定するため、レベルのＶＡＲをＯ

ＬＳで推計する。 

近畿地域における４変数のＬＡ-ＶＡＲは、 

tVCCTC ˆˆˆˆ
21 +Ψ+Φ+Γ=                 (7) 

となる。ただし、 

 



















=

CHIt

EUt

USt

KIt

c
c
c
c

C

,

,

,

,

、



















=Γ

CHICHI

EUEU

USUS

KIKI

,1,0

,1,0

,1,0

,1,0

ˆˆ
ˆˆ
ˆˆ
ˆˆ

ˆ

γγ
γγ
γγ
γγ

、 







=
t

T
1

、





















=Φ

CHICHICHICHI

EUEUEUEU

USUSUSUS

KIKIKIKI

JJJJ
JJJJ
JJJJ
JJJJ

,4,3,2,1

,4,3,2,1

,4,3,2,1

,4,3,2,1

ˆˆˆˆ
ˆˆˆˆ
ˆˆˆˆ
ˆˆˆˆ

ˆ 、



















=

−

−

−

−

CHIt

EUt

USt

KIt

c
c
c
c

C

,1

,1

,1

,1

1 、



















=Ψ

CHICHICHICHI

EUEUEUEU

USUSUSUS

KIKIKIKI

,4,3,2,1

,4,3,2.1

,4,3,2,1

,4,3,2,1

ˆˆˆˆ
ˆˆˆˆ
ˆˆˆˆ
ˆˆˆˆ

ˆ

ψψψψ
ψψψψ
ψψψψ
ψψψψ

、



















=

−−

−−

−−

−−

CHIdt

EUdt

USdt

KIdt

c
c
c
c

C

max,1

max,1

max,1

max,1

2 、



















=

CHIt

EUt

USt

KIt

t

v
v
v
v

V

,

,

,

,

ˆ
ˆ
ˆ
ˆ

ˆ  

で、 tv は誤差項であり、 maxd は和分の最大次数で

ある。また、ハット（^）は、推定値である。 

推定されたパラメータ )ˆ(ˆ Φ= vecφ をもとに、帰無仮

説を検定するため、Wald 統計量を構成する。 
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ここで、 

VVTv
ˆˆˆ 1 ′=Σ −
、 ττττ QCCQCCQQQ 2

1
222 )( ′′−= −

、

TTTTIQ T ′′−= −1)(τ  

である。 TI は TT × の単位行列である。帰無仮説が真

の場合、Wald 統計量は漸近的に自由度mの
2χ 分布に

従う。真のラグ次数は kであるので、検定の際には、

係数 Φ̂のみを考慮する。 

 

（３）実証分析  

①グレンジャーの因果性 

関東、中部、近畿それぞれを中心に見たときのアメ

リカ、ＥＵ、中国との景気連動性を検証するため、Ｖ

ＡＲモデルによるグレンジャーの因果性分析を行った。

例えば、近畿では、近畿、アメリカ、ＥＵ、中国のス

トック＝ワトソン型指数からなる４変数のＶＡＲモデ

ルによって、アメリカ、ＥＵ、中国からの景気の波及

効果があるかどうかを検証する。３地域および各国・

地域の景気指数は自然対数で変換した。また、ＶＡＲ

モデルでは、変数の定常性が求められるため、単位根

検定の結果より、各変数とも階差を取った。月次デー

タでの分析であることや、景気は長期の波及効果が考

えられることなどから、モデルの次数は６次とした。

また、モデルには定数項とトレンド項を含めた。結果

は表６－１であるが、どの地域においても他国からの

景気の因果性は認められない。 

②ＬＡ－ＶＡＲによる因果性 
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次に、ＬＡ－ＶＡＲモデルによって因果性分析を行

った。ＶＡＲモデルと同様に、４変数で、定数項、ト

レンド項を含め、６次のラグで検証した。３地域およ

び各国・地域の景気は自然対数変換済みである。また、

単位根検定の結果より、最大和分の次数は１とした。

結果は表６－２であり、10％有意水準でＥＵから関東

に因果性が見られる。 

 

 

表６－１ グレンジャーの因果性検定        表６－２ ＬＡ－ＶＡＲによる因果性検定 

（ラグ＝６、定数項あり、トレンド項あり）      （ラグ＝６、定数項あり、トレンド項あり）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ***は１％有意水準、**は５％有意水準、*は 10％有意水準で因果性がないという帰無仮説を棄却。 

 

 

以上の因果性分析の結果より、ＬＡ－ＶＡＲのケ

ースのみＥＵから関東に因果性が見られたが、これ

は図１で見た貿易の多寡とは異なる。貿易の増大が

景気連動の増大につながらないことはいくつかの先

行研究で指摘されているが、同様の結果となった。 

 

４．おわりに 

 

本稿では、国内地域ごとに見た他国・地域からの

景気の影響に注目し、国内地域ごとに見た国際間の

景気連動性を、時系列モデルを用いて分析した。 

結果として、ＬＡ－ＶＡＲモデルの場合、10％有

意水準でＥＵから関東への因果性が見られた。また、

中国から近畿に、あるいは、アメリカから関東に景

気の因果性があるという結果は得られなかった。こ

の結果は、図１で見た貿易の多寡とは異なるもので

ある。先行研究における結果同様、本稿における分

析でも貿易の多寡と、景気の因果関係とは一致しな

い結果となった。 

以下は今後の課題である。因果性検定の結果、Ｖ

ＡＲとＬＡ－ＶＡＲとで、因果性が若干異なった。

どちらの結果を優先すべきか検討の余地がある。ま

た、モデルの変数選択に改善の余地がある可能性も

ある。ＶＡＲやＬＡ－ＶＡＲはモデルの平均で見た

因果性検定であるが、ＣＣＦアプローチなど、モデ

ルの分散で見た因果性も検証してみる価値がある。

また、そもそも景気に構造変化が生じている可能性

があり、この存否を検証してみることも、有意義で

あると考えられる。これらは今後の課題としたい。 

 

 

 

〔注〕 

＊ 本稿の作成にあたっては、羽森茂之教授（神戸大

学）から大変貴重なコメントを頂戴した。記し

て感謝したい。ただし、本稿に残された誤りは

全て筆者に属するものである。 

１）地域を代表する主要港における輸出入の通関額

で見た数値であり、地域における実際の輸出入

額を表すものではない。 

２）1991 年１月から 2007 年７月までのデータによ

るＰＰ単位根検定の結果、関東については定数

項あり・トレンド項なし、定数項あり・トレン

ド項ありの両ケースで、また、中部、近畿につ

いては、定数項あり・トレンド項ありのケース

で、ＳＲが１％有意水準で単位根ありという帰

無仮説を棄却し定常であり、他の変数は単位根

ありという帰無仮説を棄却せず非定常であった。

共変動である景気の算出上、４変数ともレベル

で推定するか、４変数とも階差を取り、成長率

として割り戻すか、どちらかの手段を取ること

になる。このため、例えば、４変数に階差をと

関東 検定統計量

アメリカ⇒関東 0.461
EU⇒関東 1.704

中国⇒関東 0.782

中部

アメリカ⇒中部 0.192
EU⇒中部 0.058

中国⇒中部 0.034

近畿

アメリカ⇒近畿 0.237
EU⇒近畿 0.603

中国⇒近畿 1.322

関東 検定統計量

アメリカ⇒関東 2.576
EU⇒関東 3.984 *

中国⇒関東 0.287

中部

アメリカ⇒中部 0.073
EU⇒中部 0.139

中国⇒中部 0.404

近畿

アメリカ⇒近畿 0.297
EU⇒近畿 0.007

中国⇒近畿 2.180
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って推定すると、ＳＲのみ定常過程に階差をと

ることになり、変数の持つ情報が失われる可能

性がある。このため、関東、中部、近畿につい

ては、単位根、共和分検定の結果より、1985 年

１月から 2007 年７月のデータを用いて景気指

数を算出した上で 1991 年１月以降の景気指数

を用いた。従って表２－１、２－２の結果は、

関東、中部、近畿に関しては、1985 年１月から

2007 年７月のデータによるものである。 
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